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緊急地震速報の実用化に関する検討委員会の開催について 

 
平成 18 年 3 月 22 日 
内 閣 府 
消 防 庁 
国 土 交 通 省 
気 象 庁 

 
地震による被害のさらなる軽減を図るため、気象庁では地震発生直後に震源近傍の地

震観測データから、速やかに震源の位置と地震の規模（マグニチュード）を求め、それ

から推定される各地の震度等を主要動の到達以前に伝達・提供することを目指した「緊

急地震速報」の提供に向けた準備が進められています。 
この緊急地震速報の具体的活用策を総合的に検討するため、内閣府、消防庁、国土交

通省、気象庁では、学識経験者、防災機関及び報道機関等のメンバーからなる「緊急地

震速報の実用化に関する検討委員会」（座長：廣井脩東大大学院情報学環・学際情報学

府教授）を設置しています。 
今般、平成１６年２月から実施している試験運用においても、活用方策の具体的な検

討が進み、また、緊急地震速報を広く国民に提供するための検討も進んできた状況を踏

まえ、的確な実用化に向けて委員の方々からそれぞれ専門的な立場から御意見を戴くた

め、下記の通り検討委員会を開催します。 
 

記 
 

１．日 時：平成１８年３月２３日（木） １３：００～１５：００ 
２．場 所：気象庁 講堂 

千代田区大手町１－３－４ 
３．その他：会議の冒頭撮影可 

傍聴可（ただし座席数に限りがありますのでその点ご容赦願います） 
 

以上 
参考資料：委員会名簿 
問い合わせ先 
 内閣府 地震・火山担当 参事官補佐 尾崎 友亮（03-3501-5693） 
 消防庁 防災課防災情報室 課長補佐 下仲 宏卓（03-5253-7526） 
 国土交通省 総合政策局技術安全課 専門官 植田 亨（03-5253-8111 内 25614） 
      河川局 防災課災害対策室 課長補佐 田村 栄一（03-5253-8111 内 35832） 
 気象庁 地震火山部管理課 即時地震情報調整官 斎藤 誠（03-3212-8341 内 4505） 



「緊急地震速報の実用化に関する検討委員会」委員名簿 
(◎座長：○副座長) 

 
＜学識経験者＞ 
◎廣井 脩  国立大学法人東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授 
○福和伸夫  国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科 教授 
 阿部勝征  国立大学法人東京大学地震研究所 教授 
 安藤雅孝  国立大学法人名古屋大学大学院 

環境学研究科地震火山・防災研究センター 教授 
 翠川三郎  国立大学法人東京工業大学大学院総合理工学研究科 教授 
 小室広佐子 東京国際大学国際関係学部 助教授 
 能島暢呂  国立大学法人岐阜大学工学部社会基盤工学科 助教授 

 
＜放送関係＞ 
 小嶋富男  日本放送協会報道局気象・災害センター長 
 岩崎宏輝  ＴＢＳテレビ報道局編集センター部次長 (日本民間放送連盟) 
 藤井正博  (株)ニッポン放送編成部特別職(日本民間放送連盟) 

 
＜鉄道関係＞ 
 芦谷公稔  (財)鉄道総合技術研究所防災技術研究部研究室長 
 向山路一  東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部設備部次長（土木） 
 荒鹿忠義  東海旅客鉄道(株)新幹線鉄道事業本部施設部工事課長 
 神谷 昇  小田急電鉄(株)鉄道技術部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰ 
 松本高幸  名古屋鉄道(株)鉄道事業本部土木部電気保守課 

 
＜道路関係＞ 
 山内泰次  東日本高速道路株式会社管理事業部保全担当部長兼施設担当部長 
 日野虎彦  中日本高速道路株式会社保全・サービス事業部部長代行 
 
＜エネルギー関係＞ 
 大橋裕寿  東京電力株式会社総務部防災グループ部長 
 宮澤宏之  中部電力株式会社総務部総務グループ長 
 坂口央一  東京ガス株式会社導管ネットワーク本部防災・供給部長 
 中村直秀  東邦ガス株式会社導管部防災プロジェクトリーダー 

 
＜保険関係＞ 
 竹井直樹  (社)日本損害保険協会業務企画部長 

 
＜システム・機器関係＞ 
 東方幸雄  東日本電信電話株式会社サービス運営部 災害対策室長 
 松木 彰  (株)NTT DoCoMo法人営業本部ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ部第１担当部長 
 朝倉紘治  (財)エンジニアリング振興協会研究理事 



 
＜地方公共団体＞ 
中村昌晴  東京都総務局総合防災部長 
杉山栄一  静岡県総務部防災局長 
小西富夫  名古屋市消防局防災部長 

 
＜関係省庁＞ 
 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官(地震・火山対策担当) 
 消防庁防災課防災情報室長 
 警察庁交通局交通規制管制官 
 文部科学省文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課防災推進室長 
 経済産業省製造産業局産業機械課国際プラント推進室長 
 国土交通省大臣官房技術調査課長 
 国土交通省総合政策局技術安全課長 
 国土交通省河川局防災課長 
 国土交通省道路局国道・防災課長 
 国土交通省住宅局建築指導課長 
 国土交通省鉄道局施設課長 
 気象庁総務部企画課長 

 
＜オブザーバー＞ 
内閣官房(安全保障・危機管理担当)参事官 
防衛庁運用局運用課国民保護・災害対策室部員 
厚生労働省社会・援護局総務課災害救助・救援対策室長補佐 
農林水産省経営政策課災害総合対策室長 
文部科学省研究開発局開発企画課防災科学技術推進室長 
国土技術政策総合研究所危機管理技術研究センター地震防災研究室長 

 
【事務局】 
 内閣府、消防庁、国土交通省、気象庁 

 



緊急地震速報の概要

緊急地震速報発表

利活用

気象庁

企業・工場

生産設備の被害軽減、重要データ
のバックアップ作業者の安全確保

交通機関、エレベータ等

緊急停止による危険回避

公共施設

病院、学校における避難、安全確保

住民

火の元の確認、避難

防災関係機関

迅速な災害対応、住民の安全確保

伝 達

緊急地震速報は、震源に近い観測点で地震を検知し、直ちに震源位置やマグニ

チュードを推定し、大きな揺れが迫っていることをお知らせする情報です。




